
































































































































































































































年次 2000年 2002年 2004年 2006年 2008年 
診療報酬本体部分 1.9％ ▲1.3％ 0.0％ ▲1.36％ 0.42％ 
薬価等 ▲1.7％ ▲1.4％ ▲1.0％ ▲1.8％ ▲1.2％ 





















                                 




































































































22  たとえば二木・渡辺（2009）。 













うるものとし、 s ＝０を「健康」、 s ＝１を「軽症」の病気、 s ＝２を「重症」の病気として、そ
れぞれの症状が起きる確率を sG とする26。ここで、もし、患者の病状に多様性がなく、病気の場合
に「軽症」か「重症」かの区別がないのであれば、s は s ＝０の「健康」か、s ＝２の「病気」か、
２つの状態のみとなる。このように、軽症か重症かによって、３つの状態が生じるのは、患者の病
状に多様性があると仮定した場合である。 




),()(),,( smvyusmyU  27 
ここで、病状ｓにもかかわらず、受診しなかった場合に被る損失を sL で表わし、 
 







25  モデルの詳細は中泉（2003）を参照のこと。 
26  すなわち、 1210  GGG である。 



























}{ jc  ,, Jj 1  Jccc  210  
ただし、医療機関は、費用効率化のための努力によって、全体の効率性を高めることが可能であ
り28、そのための努力水準を e、努力にともなうコストを )(e 29で表わす。病状ｓのもとでの治療の
限界費用が jc である条件付の確率を ),( esH j とすれば、費用効率化のための努力水準を向上させる 

































Jkjcp jj 1,   （出来高払い） 
kjrp j 1,   （ただし、 1 kk crc ） （定額払い） 









31  事前に保有している医療サービス以外の財の初期保有量をＹとし、あらかじめ決められた保険料を K とす
るとき、患者にとっての事前効用は次のようになる。（中泉(2003)） 




























                                 
32  具体的に定式化すると、 
  )(),max(),(max ecreHG j
Kj
































































                                 












































診断群分類による包括評価部分 ＋  出来高評価部分 ＋ 入院時食事療養費など 
（ホスピタルフィー的要素）   （ドクターフィー的要素） 
 
ＤＰＣ分類共通の 
診断群分類ごとの × 入院日数 × 医療機関別係数42 






































                                 








定47とし、在院日数が N 日の場合を基準にして、分析に用いる変数を次のように定義する。 
p：材料費率＝材料費/診療収入 w：１件あたりの出来高評価部分の収入 
x：入院の短縮または延長の日数（N 日を基準） z：x に応じた１日あたり増益分 
k：入院日数が短縮または延長の場合の１日あたり包括点数（a、b、d） 



















































Nbp  11 21 , に対して、次のような関係が成立する（図４）。 
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